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■久永かずえ市議の議会最終日の討論               2017年12月議会(12月20日・最終日) 

 

議案第50号  大府市個人情報保護条例及び大府市情報公開条例の一部改正について 

 

反対討論 

今回の議案は、人種・信条・社会的身分・病歴・犯罪の経歴等がマイナンバーによって一元化さ

れたことで、情報が漏れる恐れ、可能性が出てきた、そのため、より個人情報の保護を強化し、配

慮が必要だというマイナンバー制度の危険性をはっきりさせた議案であります。 

もともとマイナンバーは国民の税や社会保障の情報を管理し、社会保障費を減らす目的で財界か

らの要求のもと導入されたものです。この間、マイナンバー関連の情報が警察の捜査に利用された

ことも判明するなどマイナンバーを通じた「監視する社会」が強化されてきています。 

個人情報はこれまで通り守られて当然であります。今回の議案の根本に法改正があり、市民への

利益が見いだせないマイナンバー制度は廃止すべきという立場で反対するものです。                            

以上 

 

 

議案第58号 指定管理者の指定について（大府市健康にぎわいステーション） 

 

賛成  付随する環境整備などについて意見を申し上げます 

◆誰もが集える環境整備として、駐輪場や駐車場の確保がありますが、並行して、ふれあいバスな

どの公共交通のより一層の充実は欠かせません。どの地域の市民も日常的に利用しやすい場となる

ためにもバスの便数、倍増も含めて検討すべきであります。 

◆さらに、集う場に欠かせないトイレの設置であります。現在の大府駅東のトイレも含めて整備し、

数も増やしていくべきであります。 

◆今回提案の設置目的の一つに若者の居場所づくりがあります。引き続き、学生など対象者の意見

も柔軟に取り入れられる仕組み作りを確立していただきたい。 

◆また、観光案内については、大府市のイベントや行事などで密に連携できる体制づくりが必要で

あります。以上を意見とし、賛成いたします。   以上 

 

 

 

議案第62号  工事請負契約の変更について 

 

賛成討論 

今回の議案は、雨水対策として重要な役割を果たす、六間調整池の新設に関わりますので、賛成

いたします。しかし、大府市の役割はまっとうできたのかどうか？入札・契約制度について、地方

公共団体、大府市における調達は、その財源が税金によって賄われるものであるため、より、安い

ものを調達しなければなりません。今回2回目となる契約変更を含めて、汚染土壌等の処分費用、

約3億円の上乗せとなった税金を最小限に抑えられなかったのか？という視点で意見を申し上げま
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す。 

今回の工事請負契約については、平成28年昨年の6月議会で可決されました、クリーンセンター

敷地内の駐車場下に雨水対策のために新設する調整池のことで、5月10日付け、5億3236万4400

円で落札されています。その後、昨年の12月議会では、土壌汚染が出たということで撤去費用とし

て、2億4886万9800円の上乗せした工事請負契約がされました。 

今回の議案は新たに2メートル下にコンクリートガラと、汚染土壌が確認され、5487万 5880 円上

乗せされるという内容です。総額で当初の入札価格より約3億円増の 8億3611万0080円となり

ました。 

 当初の調整池新設場所の変更、工事方法の変更などありますが、クリーンセンターを運営する一部

事務組合は大府市も 負担金を出す、組合の一自治体であります。その組合が購入した土地を大府

市が無償で借り、調整池を新設します。 

全ての工程で大府市が携わっているため、土壌汚染などについてはどこかの段階で、事前に把握

することができなかったのか。また、新設場所や工法の変更についても、行き当たりばったりの対

処に見えてしかたありません。 

今回、総額としてかかった税金が必要な内容である鳥栖rならば 

本来は、土壌汚染の処分費用も含めた約8億3千万円での契約をし、その金額について議会にはか

るべきであります。 

工事が始まってからでは、後戻りが難しく、目の前の問題を対処せざるを得ません。 

早期新設を望まれる六間調整池の完成も 3 か月延びました。今回の工事について、大府市はもち

ろん、一部事務組合としての大府市の立場でも最善の対処の方法は何だったのか、総括を行ってい

ただくことを意見とし、賛成いたします。               以上 

 

 

 

議案第65号 大府市特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部改正について 

 

反対討論「議案第 66 号 大府市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一

部改正について」も同じ理由ですので、議案第65号で一括して討論いたします。 

 

今回の議案第65 号、66 号は、市長や議員など特別職の年間収入を増やすという内容であります。

市長は年間約7万5千円、副市長は6万3千円、教育長は5万6千円、議員は3万2千円、増えま

す。 

この間、市長や議員の特別職のボーナスに当たる期末手当の年間支給月数が上がり続け、市長のボ

ーナスは平成26年から約50万円、役職のない議員でも約13万円の増額です。さらに平成27年に

はボーナスに反映する、月額の給与も上がっています。 

税金である特別職の収入を上げていく社会の状況であるか？ 

国税庁が9月に発表した2016年分の民間給与実態統計調査では、1年を通して働いても年収が200

万円以下の働く貧困層は1132.3万人と前年から1.5万人増えています。一方で、2500 万円を超え

る給与所得者が2年連続で増加しており、所得格差が広がっています。 

景気の回復が報道されていますが、中小零細企業や一般市民の中では、実感する声を私は聞くこ

とはありません。景気の回復の実感のない市民、フルに働いても生活保護支給額に満たない収入の
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労働者や年金生活者が身近にいる中で、自らの収入を増やす内容が含まれる今回の議案に賛成する

ことはできません。                         以上 

 

 

議案第67号 大府市職員の退職手当に関する条例等の一部改正について 

 

反対討論 

今回の議案は、大府市職員の退職金を決める調整率を100分の８７から100分の83.7に下げると

いうものです。 

国が試算した官民格差の影響額として、 

平成24年には一人当たり402万円の減額となり、平成25年、26年と段階的に大幅に引き下げられ

たところです。 

さらに、今回の議案も国の試算によれば一人当たり約78万円の退職金引き下げという内容です。 

職員も自治体労働者であります。 

特に大府市に関する、豊かな知識と経験を持った職員は退職後も大府市のため、または地域の中で

力を発揮されている方を多く目にします。 

災害時はもちろん、日々の地域活動を支え、生涯地域の中で必要とされる存在でもあります。 

台風などが続く季節には睡眠不足のまま、通常業務につくなど市民の見えないところでの活動もあ

り、正しく行うことが当たり前という完璧を求められる職務の中で退職まで務めるわけですので、

退職後も市の財産となる人材、職員の退職金を減らす議案に反対するものです。                                   

以上 


